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はじめに 米国物流管理協議会（NationalCouncilof PhysicalDistribution  
Management〈1986年からCouncilofLogisticsManagementと改称〉）と米  
国会計人協会（NationalAssociation of Accountants）は，米国における輸  
送会計の実態を調査した結果を集約し，1983年に“TransportationAccount－  







1 輸送原価計算の定義と目的  
輸送費の実態を把撞し，輸送費の管理を推進するためには，その基礎として  
輸送原価計算を実施することが不可欠である。TACは，輸送原価計算（tranS－  
POrtation costing）に関しては，「COSt determinationとCOStallocationは，  
密接な関連を有する概念であって，混同されることも多い」と指摘し，両者を  
識別することを求めている（TAC，p．77）。しかし，COSt determination（原  
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①「原価算定とほ，特定の輸送サービスを提供する費用を識別することであ   
る」（TAC，p．77）  
②「配賦とほ，会計上の対応原則に準拠して原価計算対象に共通費を組織的に   
割り当てる技法である」（TAC，『用語定義集』p．87）   
TACの『用語定義集』によれば，「原価を集計し測定すべき対象とされる  
製品，活動，組織部門又ほサービス」が，原価計算対象（COSt Objective）で  
あり，この「原価計算対象に原価を配賦するため．に使周される活動測定尺度  
（例えば，克行距離等）」が配賦基準（allocation base）である。またその際  
配賦の対象とされる原価が共通費（COmmOn COSt）で，「多数の異なった製品  
叉ほサービスを製造叉ほ提供するために発生する原価」がこれに当たる（TAC，  










例であるから，上記の「共通費」は間接費と読み替えることが望ましい。   
それ故，最終の原価計算対象を基準として原価を直接費と間接費に大別し，  
直接費を最終の特定の原価計算対象に直接賦課するのが，原価算定（COSt  
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第1図 輸送原価計算の2領域  
Ⅰ輸送衰車走囁ト〈直接放課〉－－－β   
















費配賦が行なわれるのであって，その全体系が輸送原価計算なのである。   
このような輸送原価計算は，TACによれば次の5日的に役立つ（TAC，pP・  
78～79を準用）。  
① 輸送費予算の編成   
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④ 収益性分析   
出荷別，製品別，顧客別，ターミナル別，輸送経路別，はてほ部門別，工場  








2 輸送原価計算の段階と方式  
前述の目的を達成するために，どのように輸送原価計算を実施すべきであろ  
うか。その主要段階を図示してみると，第2図のとおりである。TAC に準拠  
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（1）輸送原価計算ニーズの明示   
「異なる目的には異なる原価を」（〟Di茸erent Costsfor Different Pur－  
poses’’）とほ，『問軽費経済学』の著者クラークの名言である（J．M．Clark，  
“TheEconomicsof OverheadCosts，”1923）。異なる原価計算目的には相  
異なる原価概念及び原価計算方式を適用すべきことほ，近代原価計算の真髄で  
ある。輸送原価計算の場合も，その例外ではない。前述のように，輸送原価計  
765   














①営業車の場合……本線走行料金及び特殊サービス料金（例えば，迂回輸送，   
転送，留置，滞奉船及び通し輸送優待制等の付帯料金）の実際輸送費又は公   
表（協定）料金  




の」である（TAC，p．81）。   




別に配賦するには，マトリックス表（第2表参照）を作成し，縦軸に性質別分   
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（5）基本的な輸送費配賦法   
かくして把握された機能別輸送費ほ，最終の原価計算対象に再配賦される。  
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第1表 米国における配賦基準の使用実態  
（出荷費の製品別配賦の場合）  
出荷費の配賦基準   ∃ 使用割合                        J  
輸  送  重  量  
輸  送  容  積  
輸送重量及び輸送容積  
製  品  価  額  
そ  の  他   





第1段階 積荷別輸送原価計算…・▲‥鶴能別輸送費を各積荷に配賦し，当該積荷   
の絶輸送費を算定する（第3図参照）。   
枚能別輸送費を各積荷に配賦する際の配賦基準としては，次の3老が使用さ  
れていることが判明した。  
①走行時間……走行時間に関連のある特定の輸送費ほ，平均実際時間で配賦す   
る。この平埼実際時間には，空事・実車時間のほか，積込み・取卸し時間を   
含み，走行時間当りの一定額は，走行時問費の総額を走行距離帯別の平均走   
行時間で険して算定する。  
②積載回数…… 積載回数に関連のある特定の輸送費は，積載→回につき一定額   
を配賦する。この際使用する一定額は，季節変動を避けるため，年間の税能   
別輸送費の総額を，当該期間中の総環載回数で険して求める。  
③走行距離……走行距掛こ関連のある特定の輸送費は，走行距離で配賦する。   
この走行距離には，実事距離と空事距離の双方を含み，走行距離当りの一定額   
は，走行距離費を総平均距離か主要輸送経路別の平均距産で除して算定する。  
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第2段階 出荷別・製品別輸送原価計算……当該環荷の絵輸送費を出荷毎に配   
賦するか，製品毎に配昧するか，又ほその両配賦を併用する（第3図参照）。  
① 出荷別輸送原価計算   
出荷別計算で使用する配賦基準としては，出荷別の走行距離や輸送重量のよ  
うな記述的配賦基準が使用される。その典型例は，出荷別のトン・キロである。  
② 製品別輸送原価計算   
製品別計算でも配賦基準として，トン・キロが使用されるが，製品別のトン  
・キロが用いられる点が，出荷別計算の場合と相違している。  














3 輸送原価計算の実践モデル  
輸送原価計算ほ，製造原価計算とは全くその内容が相違するので，以上の理  
論モデルだけではその実情を理解することが困難である。そこで，TACの示  
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給 料 及  





賃   金  
施設保守係  
賃   金  
その他の  













（2）磯能別輸送原価計算   
自家用車費の磯能別輸送費分額として，運転手の賃金及び付帯賃金，燃料費  
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（3）積荷別輸送原価計算   
故能別輸送費を積荷に配賦するため転ほ，機能別輸送費を，次のように走行  
時間関連費と積載回数関連費と走行距離関連費に大別する。  
①走行時間関連費……運転手の賃金及び付帯賃金，金利・設備の減価償却費及   
びリース料，施設費  
②積載回数関連費……一 般管理費，発送費，その他の運行費  
③走行距離関連費…… 燃料費及びオイル代，リース料，トラッククー保守費，  
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第4表 出荷別輸送原価計算表  
出荷別  
輸送費  配送距離  出荷重量  トン′・キロ  
血  と   t●血 ％  
①     ②  ぎ③＝①×②  ④構成比率  
???????????????????? ??（?（????????????????
7      80．50  
12 ／ 138．00  
16     184．00   
3 ‘  34．50  
90  4，500  
80  8，000  
70 10，000  





100 き⑤1，150．00  
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第5表 製品別輸送原価計算表（その1）  
41  
別輸送費を計算している。  
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第6表 製品別輸送原価計算表（その2）  
42  
製品別輸送費  出荷重量 トン・キロ  
【  
t  I t・血  ％  千円  






253．00   
92．00   














No． 1  
抽． 2  
♪わ． 3  
No． ヰ  
♪わ． 5  
No． 6  
知． 7  
Nb． ■8  
Iわ． 9  
）わ．10  
⑤1，150．00  合  計  
（注）算5表より続く。   
製品コード別に集約したうえ，製品別トン・キロの構成比率を求め志。   
このような出荷別・製品別原価計算を実施する場合にほ，次のような2つの  
特殊問題が発生する。  
① 空事走行費の配賦法   
第3麦の仮設例においては，車庫から倉庫までと，F店から車庫までほ空事  
で走行する。この間で発生するのが，空車走行費（empty miles cost）であ  
り，前者を前回送費，後者を後回送費と称する。TACによれば，これらの空  
事走行費の処理法には，次の4法がある（TAC，p．89）。  
①後回送費配賦法（post－deadhead）……積荷の配達後に発生する空事走行費   
の全額を，当初の実車往路輸送費に配賦する。  
②前回送費配賦法（pre－deadhead）・・・…集荷前に発生する空車走行費の全額を，  
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当該積荷に配賦する。  
③前後回送費配賦法（COmbination）……後回送費と前回送費の半額を，当該   
積荷に配賦する。  
④回送間接費配賦法（SyStemOVerheadcost）‥・・・・空事走行費を間接費又ほ管   
理費として取扱い，環荷1回当たりか走行1キロメートル当たりの一定額を   
基準として配賦する。このた軌空車走行費は，輸送サービスの全利用部門   
に均等に負担させられる。   
前回送費は，その全額を当該積荷に配賦して，後回送費は，その全額を当初の  
実車往路輸送費に配賦するのが通例であり，前例でもこの方式を使用Lている。  






しまう。   
この矛盾を解決する方法は，最適密度係数を使用することである。TACに  
よれば，最適密度係数（OPtimum densityfactor）とは，「荷台及び重量の容  
量一杯まで当該車両を満載する場合の『1立方メートル当たりの重量』のこと  
であって，実際の積載量量か又は最高制限重量を，当該車両容積の立方メート  
ルで喜びって求める」のである（TAC，P．89を修正）。   
すなわち，満車輸送する際の実際贋載重量を，当該車両の立方メートルで割  
って，1立方メートル当たりの重量を求め，この最適密度係数によって原価調  
整を加えるのである。   
以上のような輸送原価計算を実施することによって，輸送費を管理し低減す  
るための貴重な輸送費情報を入手することが可能となる。  
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